日本の教授は高齢者世帯が日本の家計金融資産の60％を占めると語ります
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「京津翼（北京・天津・河北）金融研究連盟」設立大会が9月18日に北京で行われた。日本の中央大学経済学部の唐成教授は「日本における家計金融資産の状況－高齢化の視点から－」についての講演を行った。彼は日本家計の金融資産分布の現状から、今後中国においても、遺産相続の規模拡大と遺産相続の高齢化問題に直面するだろうと指摘した。
講演は（1）日本の家計は豊かなのか、（2）誰が最も豊かなのか、（3）「下流老人」とは何か、という内容で行われた。主に以下の通りである。（1）では、バブル崩壊以来20数年間を経て、日本の家計金融資産は緩やかな増加傾向を示しており、OECD諸国と比べても依然世界的にも高い水準にあること。（2）では、高齢者世帯（60歳以上）は家計全体の金融資産の60％、うち有価証券では70％を占めているため、最も裕福であると指摘した。その理由については、①高齢者世帯はかつて現役時代の給料水準の伸びがいまの現役世帯よりも高く、年々の貯蓄がストックとしての資産として蓄積しやすかったこと、②高齢者世帯の持ち家率が最も高く、金融資産に占めるリスク資産の比率も高いことから、資産収益がより得られやすいこと、③遺産相続の高齢化が進んでいること、などと分析している。（3）では、全体的に裕福な高齢者世帯でも、貧富の格差が拡大し続けており、金融資産を持たない高齢化世帯が増えていることや、いまや生活保護者の半数以上が高齢者世帯という「下流老人」の現実も指摘した。

中国は日本以上に資産格差が大きく、高齢化も進んでいる現状に対して、今後遺産相続の規模や遺産相続の高齢化が、中国社会の不平等化により深刻さをもたらす可能性があると指摘した。その上で、今日の日本はあすの中国（「今天的日本是明天中国的鏡子」）という視点から、中国は遺産相続の動機や世代間資産移転問題、また未導入の遺産相続税制度の研究がより重要であることを示唆した。
　
